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はじめに
　19世紀末以降のイギリスの経済衰退については，これまで様々な議論がなされてきた。一方
で最近は，そもそもイギリス経済は総体としては衰退しておらず，ただその中の産業（＝工業）
セクターが衰退したに過ぎないという有力な見解も提示されている。すなわち，イギリス経済
は，元々商業・金融業といったサービス業によって主に担われており，産業は常に付随的な役
　　　　　　　　　　　　　　　｛1）割しかもたなかったというのである。
　確かに，これまでのイギリスの経済衰退に関する議論のほとんどは，その産業衰退，もしく
は脱工業化現象に着目したものに他ならず，サービス・セクターの成長に目を転じた場合，ま
た違った歴史像が提示されうることは事実であろう。しかし，これに対しては，産業衰退，も
しくは脱工業化現象は，ゆくゆくは国民経済の空洞化と弱体化を導くのではないかという産業
　　　　　　　　　　　　（2）重視論者からの反論もあろう。
　いずれにしても，イギリスは，歴史的に重要なその節目において，反産業的なバイアスのか
かった経済政策を選択してきたということについては，両者の間に争いはない。そして，現在
一世を風靡している「ジェントルマン資本主義」論の提唱者ケインとホプキンズは，経済政策
におけるそのような偏向の要因を，イギリス経済の中枢としての金融センター，シティの発言
　　　　　　（3）力に求めている。
　しかしながら，イギリス経済に占めるシティの経済活動が重要であるというだけでは，経済
政策の反産業的バイアスを説明する十分条件とはならない。なぜなら，少なくとも1884年の第
　（1）代表的な研究としては，W．D．ルービンステイン（藤井泰・平田雅博・村田邦夫・千石好郎訳）
　　f衰退しない大英帝国』晃洋書房，1997年。
　（2）例えば，著名な経済史家オルフォードは，イギリスがサービス業だけで十分やっていけるとい
　　うのは誤ったドグマであり，高水準の所得と雇用にとって産業セクターの成長が欠かせないこと
　　は，1980年代後半から1990年代前半にかけての不況によって示されたとしている。B．WE．Alfor・
　　d，Bγitain　in　the　World　Economy　since　－1880，　London，1996，　PP．336－337．
　（3）P．J．ケイン・A．G．ホプキンズ（竹内幸雄・秋田茂・木畑洋一・旦祐介訳）『ジェントルマン資
　　本主義の帝国1，II』名古屋大学出版会，1997年。
46　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第83巻第1号　　　　　　　　　　　　　　（46）
三次選挙法改正を経て以降，選挙民の圧倒的多数派が労働者階級によって占められることにな
った中で，どのようにしてシティの利害が国政に反映されたのかというメカニズムが説明され
得ないからである。
　既にこれについては，インガムとグリーンが有力な説明を行っている。すなわち，シティに
有利な経済政策は，シティが政府へ直接圧力をかけた結果というより，シティとイングランド
銀行，大蔵省が人脈を等しくし，さらに均衡財政，金本位制，自由貿易という正統的経済政策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）を望む点で，利害が一致していたからだというのである。政府の経済政策を，支配的資本の利
害に直結させて把握するのではなく，国家統治機構のバイアスから説明するこのような見方は，
確かに有効な視座を提供してくれる。しかし，イギリス政府の経済政策の偏向性を説明するに
は，これのみではやはり不十分であると言わねばならない。大蔵省や中央銀行といった官僚機
構が，正統的経済政策へ固執するということは，その性質上イギリスに限らず，広範に見られ
る現象であり，イギリスの官僚機構が他国と比較してとりたてて強い自律性をもっているとい
　　　　　　（5）うわけでもない。さらに，イギリスにおける強力な労働組合組織，そしてそれにバックアップ
された労働党の存在は，常に正統的経済政策にとっての脅威であった。強力な社会民主主義政
党としての労働党の存在は，何故大陸諸国のようにコーポラティズム体制を導き出すことなく，
脱工業的経済政策を覆すことが出来なかったのだろうか。
　本稿はこの設問に関し，政党政治の力学から，イギリスの産業衰退，もしくは脱工業化現象
の一因を解明しようと試みるものである。すなわち，イギリスの産業衰退にとって決定的であ
ったと思われる大戦間期の長期不況期（特に1920年代），及び1970年代の不況期という二つの時
期を選びだし，この時期において産業を犠牲にしつつ金融利害を利するような政策が選択され
た背景を，労働党と自由党間における連合関係の破綻に求めようとするものである。労働党・
自由党連合の失敗こそ，産業資本と組織労働を分断し，コーポラティズム体制を未然に終わら
せることによって，産業資本が金融利害に追随する形でのデフレ政策を帰結したのではないか。
言い換えれば，労働党と自由党との間の中道左派連合の形成こそ，産業再生戦略の必要条件で
あったのではないか。以上のことを，各時期における労働党，自由党間の政策比較と勢力配置
によって立証することが本稿の目的である。
　ここで，1920年代と1970年代をイギリスの産業衰退にとって決定的な時期としてとりあげる
根拠を説明しておこう。従来の研究の多くは；イギリスの産業衰退にとって決定的な時期を1905
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）年から14年にかけての自由党政権期に求めてきたということができる。この時期に，1903年以
降保守党のジョゼフ・チェンバレンJoseph　Chamberlainが開始した本格的な保護主義運動が
（4）G。Ingham，　Capitalism　Divided？，　London，1984．；EH．H．Green，’Gentlemanly　capi・
　talism　and　British　economic　policy’，　in　R．E．Dumett（ed，），Gentlemanly　Capitalism　and
　British　Imψen’alism，　London，1999，　PP．62－65．
（5）川勝平太・三好陽編『イギリスの政治』早稲田大学出版部，1999年，103～105頁，参照。
⑥　主な文献一覧に関しては，拙稿「20世紀初頭イギリスにおけるシティ金融利害の政策志向」『社
　会経済史学』第62巻第6号，1997年，79頁，参照。
（47）　　　　　　　　　　　イギリスにおける産業衰退と政党政治　　　　　　　　　　　　47
敗北し，イギリスは先進諸国の中ではほとんど唯一，一方的自由貿易政策という異例な経済政
策をとり続けることになったからである。しかし，別稿で詳述したように，自由党政権の経済
政策が産業を犠牲にして金融利害を利するものであったという見解には疑義がある。当時の自
由党政権（及びその忠実なジュニアパートナーであった労働党）の最大の支持基盤はイングラ
ンド北部の輸出産業であり，これに対して，少なくとも1910年総選挙時には，シティの金融利
害は保守党の保護貿易政策に基づく綱領を支持する側にまわっていた。シティの高所得者にと
っては，自由党が志向する直接税増税路線より，間接税増税路線の方が好ましかったからであ
る。勿論，イングランド南部を中心とする国内市場向け産業が保護主義を支持していたことは
事実である。しかしながら当時の国内市場産業は，生産額，雇用労働者数において輸出産業に
遠く及ばない弱体な勢力に過ぎなかった。つまり，自由党は国内市場産業を切り捨て，輸出産
業主導の道を選んだということは言えるが，支配的な産業利害の政策志向に反する路線を進ん
　　　　　　　　（7｝だわけではなかった。したがって，大戦前の自由党政権期を，産業衰退に向かう経済政策が決
定的に選びとられたモデルケースとみなすことには，少なくともまだかなりの議論の余地があ
るであろう。
　自由党政権期にかえて，1920年代，及び1970年代を産業衰退へ向かう経済政策が決定的に選
びとられた時期とみなすことには，次のような根拠がある。両時期とも，イギリス経済にとっ
て大きな構造変革期というべき不況期であり，いずれも労働党が一時は政権にありながらデフ
レ政策を余儀なくされ，産業のハードランディングへの道を開いた。勿論，後述するように，
二つの時期の間には相違点もかなりある。また，厳しいデフレ政策を通じてイギリス産業も贅
肉をそぎ落とすことになり，結果的に産業再生に帰結したという見方も，一面では可能かもし
れない。しかし，デフレ政策を通じて生き残ったのは，比較優位を有する金融・サービス業の
比重が大きく，総体として見ればイギリス経済の脱工業化が進展したということも事実である。
したがって，この両時期を，イギリスの産業衰退，ないしは脱工業化の画期とみなしても誤り
ではないと思われる。
　そこで，以下第1節において1920年代の状況，第2節において1970年代の状況を分析し，結
びにおいて総括的な考察を行うこととする。
第1節　1920年代の状況
　第一次大戦の直前までランカシャー綿業を中心に好景気に沸いたイギリスの輸出産業は，大
戦により回復不可能なほどの打撃を受けた。イングランド北部の輸出産業を中心とする地域は，
以降構造的な不況に苦しむこととなり，1920年代を通じて，イギリス全体の失業率も，ほとん
ど常時10％を超える水準を維持した。アメリカの好景気に牽引される形で，1920年代後半以降
世界的に景気が上向いて以後も，イギリス経済の低迷が続いた最大の要因の一つは，1925年に
（7）同「イギリス自由党の経済政策再評価」『社会経済史学』第65巻第5号，2000年，参照。
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保守党政権が戦前平価で金本位制への復帰を強行したことにあった。そして，金本位制復帰を
直接推進したイングランド銀行と大蔵省の背後には，戦前における世界の金融センターとして
の地位を復興しようとするシティの強い意志があったとされる。しかしながら，ポンドの実質
価値が下落していた当時にあっては，戦前平価での金本位制復帰は，輸出産業に厳しいデフレ
圧力を加え，失業の激増をもたらす結果となった。輸出産業は，まさにシティ金融利害の犠牲
　　　　　　　　（1）に供されたのである。
　輸出産業の中でも特に損害が大きかったのは，ポンド高による安価な原料輸入のメリットも
享受できなかった石炭産業であり，翌1926年には石炭産業を中心に史上初のゼネストが勃発す
るに至った。ゼネストは政府・雇用主サイドの勝利に終わりはしたが，輸出産業を中心に産業
が陥っていた苦境を改めて浮かび上がらせる結果となった。この頃より，特に産業の利害を代
弁することを自認する自由党と労働党により産業復興戦略が大々的に展開されることになる。
自由党，労働党が，次期総選挙へ向けてそれぞれ明らかにした産業復興戦略とは，どのような
ものだったのだろうか。
1．自由党の産業復興戦略
　戦前に二大政党の一翼を担っていた自由党は，戦時中にロイド・ジョージ派とアスキス派に
分裂したことが大きな痛手となり，労働党の進出を許した。自由党は1923年に党首アスキスH．
H．Asquithの下で再統一を果たし，同年総選挙では159議席を獲得したが，閣外協力により初の
労働党政権の成立を助けるに留まった。翌1924年総選挙は42議席という，自由党にとって壊滅
的な大敗となり，これ以降，ロイド・ジョージD．Lloyd　Georgeの下で，党勢を建て直すための
斬新な政策綱領を作成しようとする動きが積極的に進められることになる。その集大成とも言
えるのが，1926年から28年にかけて，自由党産業調査会によって作成された『イギリス産業の
未来』（通称，『黄書』）であった。
　『黄書』は全5巻から構成されている。まず総論にあたる第1巻『イギリス産業の状況』に
おいて，戦前のイギリス経済を牽引していた代表的輸出産業である石炭，造船，鉄鋼，木綿の
各産業の現状が克明に分析されている。自由党の診断によれば，旧輸出産業の窮状は外的要因
のみならず，内部の構造的な要因にもよるものであり，産業全般の構造改革無くしては，有効
な対処はなしえない。そして自由党にとって，この構造改革は国家がイニシアチヴをとって推
　　　　　　　　　②進すべきものであった。ここに，自由党の伝統的レッセフェール政策との明瞭な断絶を見出す
ことができる。構造改革の具体的内容については，2巻以降で詳述される。
　第2巻『経営組織』においては，産業組織を改編するための方策が示されている。労働党が
提唱する産業国有化にかえて，自由党案によれば，資本を国家が所有し，取締役が国家によっ
て任命される公益委員会Public　Boardが株式会社組織の下に編成され，各産業の再組織にあた
（1）Cf．　R．WD．Boyce，　B沈醜Capitalism　at　the　Crossroads　1919－1932，　Cambridge，1987．
（2）The　Condition　Of　Bガ’醜Industry，　in　Liberal　Industrial　Inquiry（以後，　LIIと略記），
　B7露α勿苫IndZtstrial　Future，　London，1928．
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　　　　　（3）ることとなる。また，新たに全国投資局Board　of　National　Investmentを設置し，国家の財
政余剰から借り入れを行うことにより，様々な公共投資を行う。全国投資局による計画的な投
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）資によって，私企業の領域を侵害することなく，国内資源が活性化されることになる。
　第3巻『雇用関係』においては，労使関係を改善するための諸方策が提唱される。自由党に
よれば，労使間の軋礫は産業の非効率の主要な一因であり，繁栄の障害となっているが，その
原因は，正当にも労働者が次の二点の不満を感じていることにある。第一に，生産過程におい
て，パートナーとしてよりむしろ道具のように扱われていること。第二に，彼らが創造するた
めに尽力した富の配分は，彼らが与り知らぬところで決定され，少数の富裕な支配階級と多数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）の労働者階級との分極化をもたらしていることである。自由党は産業政策の主要な目的として，
社会秩序の革命的な変革を伴うことなく，このような不満の原因を除去することを掲げる。そ
のための国家機構を整備するため，まず労働省は産業省Ministry　of　Industryという名の下に
改組され，各産業を効率的な協調関係へ促進する義務を負う。また，産業省の関連団体として
産業委員会Council　of　Indutryが新設され，雇用主代表9名，労働者代表9名，産業省によって
　　　　　　　　　　　　　（6）任命された6名から構成される。民間における労使協調のための機構としては，50名以上の労
働者を雇用する事業，及び工場法によって規定されている全ての事業が労働委員会Works
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）Councilを設置することが勧告される。就業規則を定めるには労働委員会の同意が必要となる。
　雇用関係の規制及び生産物の分配は，主に労使の組織間で締結される集団的労働協約によっ
て取り決められる。労働者の賃金に関しては，全労働者に保障すべき最低賃金の原則，労働者
の技量と努力に見合った標準的賃金の原則，適切な形態での利潤分配制の採用，という三つの
　　　　　　　⑧原則が適用される。その他，資本の集団的保有を実現するため，労働者に対する資本還元，企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）業が従業員に対して株の賦払いを行うこと等が推進される。
　第4巻『国内開発』では失業対策が扱われる。自由党によれば，大規模な失業人口は，国家
の社会資本を再調整するために活用されねばならない。そのための大規模な国内開発計画は，
首相が直接責任を負う国内開発委員会Committee　of　National　Developementの統制下にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（lo）かれ，全国投資局がそのファイナンスを担当する。国内開発委員会は，全国的な道路の建設を
初め，新産業都市の造営に向けての住宅建設，電化事業，運河敷設，港湾整備等の公共事業を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GD促進する他，輸送手段の改良による農業復興政策も遂行する。
（3）　The　Organisa彦ion　q〆」Business，　in　LII，　op．cit．，　pp．80－81．
（4）　Ibid．，Chap．IX．
（5）　Industrial　1～elations，　in　LII，　oP．cit．，PP．149－150．
（6）　Ibid．，pp．220－225．
（7）　Ibid．，Chap．XVIII．
（8）　Ibid．，Chap．　XVI．
（9）　Ibid．，pp．242－260．
（10）　National　Develol）ement，　in　LII，　op，cit．，　Chap．XXI．
（ID　Ibid．，Chaps。　XXII，　XXIII　and　XXIV．
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　さらに，海外投資を国内開発へ誘導する政策も採用される。イギリスは植民地証券優遇措置
によって，資本輸出の大部分を帝国開発へ誘導してきた。国内資本の逼迫状況に鑑みれば，帝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a2）国投資を全国投資局によって管理し，国内投資へ誘導しなければならないとされる。
　第5巻『国家財政』においては，財政改革のアウトラインが示される。主に軍事費を削減す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬る一方，社会支出と富への累進課税は，富の偏在状況を是正する二大要素として活用される。
富める者より貧しい者により大きな負担を負わせている現在の地方税は，約3分の1を大蔵省
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4の管理下に移行する。地方税負担の軽減は地価税によって賄われる。
　以上が『黄書』の概要だが，第4巻で扱われた失業対策は，1929年に自由党が著した選挙綱
領『我々は失業を克服できる』（通称，『榿書』）において敷衛されている。これにおいては，着
手されるべき公共事業計画が詳細に展開され，波及効果を考慮の外におくとしても，最初の一
年で，道路・橋梁の建設により35万人，住宅の建設により6万人，電話の敷設工事により6万
人，電化事業により6万2000人，下水道整備により3万人，ロンドン輸送産業により2万4000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮人の失業者を吸収しうると結論づけられている。
　以上，自由党の政策綱領をまとめるならば，次のように言えよう。すなわち，自由党は首尾
一貫して，かつての最大の支持基盤であった輸出産業の復興に最大の関心を寄せていた。しか
し輸出産業の不況が構造的な要因に起因しており，その建て直しが決して容易でないことも十
分認識していた。したがって，資本輸出の規制と公共投資の拡大による国内投資の拡大と，産
業の組織化によって，旧産業中心の輸出産業を国内市場志向の新産業へ再編することが提唱さ
れたのである。この戦略の成否は，労使，特に労働側の円満な協力をとりつけることができる
かどうかにかかっている。したがって自由党はその綱領において，一貫して労使協調体制の成
立を説いたのである。
　ゼネストにおける敗北以降，組織労働の戦闘意欲は減退しており，1928年には経営側代表モ
ンドA．Mondと労働組合会議議長ターナーB．Turnerの間で，産業合理化を協同して推進する
という協定の成立を見ている。これにおいて，労使協調のための制度的枠組みがとりあえず整
ったとも言えるが，モンド・ターナー路線は伝統的なヴォランタリズムの原則に基づき，政府
から自立して形成されたものであり，また当時の労使の力関係を反映して，あくまで経営側が
　　　　　　　　　　（16）優位に立つものであった。これに対し，自由党が目指したのは，政府・経営・労働の三者代表
機関による一種のコーポラティズム体制であり，これにおいては，主に経営側に譲歩を強いる
ことによって，労働側の同意をとりつけることが優先された。公共事業による失業者の吸収，
所得の再分配，そして労働者の経営参加が，自由党が労働者の同意をとりつけるために提示し
（12）　Ibid．，Chap．　XXVI．
（13＞　National　Finance，　in　LII，　oP．cit．，　Chap　．　XXX．
（14）　Ibid．，Chap．　XXXI．
（15）　The　Liberal　Party，　We　Can　Conquer　Unemployment，　London，1929，　pp．51－52．
㈲　イギリスにおけるヴォランタリズムの伝統については，毛利健三編『現代イギリス社会政策史」
　ミネルヴァ書房，1999年，323～327頁参照。
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た三つの条件であったと言える。自由党は以上の綱領を以て総選挙に臨んだのである。
2．労働党の産業復興戦略
　自由党による活発な綱領作成活動に対抗して，同時期の労働党も独自の綱領作成に着手した。
労働党内の綱領起草委員会が，ロンドン大学教授トーニーR．H．Tawneyの協力を得て作成した
綱領『労働党と国民』は，1928年に刊行され，同年の党大会の承認を受けた。1929年総選挙時
の労働党の選挙綱領『国民への労働党の訴え』は，ほぼこの内容を要約したものであった。以
下，当時の焦点であった経済政策に絞って，『労働党と国民』の内容を見よう。
　『労働党と国民』の導入部は，保守党政権に対する厳しい批判にあてられ，それがレッセフ
ェール政策を強行した結果，生産労働の利益が損なわれ，金権寡頭制が強化されたことが強調
　　　　aηされている。以下，各項目毎に論じられる。
　「文明的な生活・労働水準の維持」，「産業立法」という項目では，高賃金構造の定着を目指
すべきことが主張されている。低賃金と長時間労働を武器として海外市場で競おうとしても，
底無しの近隣窮乏化を帰結するだけだからである。それよりむしろ，ILOとの協力により，
労働者の生活水準を平準化させるための国際協定を推進した上で，高賃金による国内市場の拡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o㊥大を目指す方がはるかに得策であるとされる。
　「失業対策と産業の繁栄」，「国家資源の開発」においては，失業対策が論じられる。労働党
の政策は，失業に対処するばかりでなく，商工業の拡大を促すことによって失業の原因自体を
除去しようとするものである。そのためには，経済活動を国家的な目的に沿うように意識的に
誘導すること，及び国家と産業との間で新たに緊密な関係を構築することが必要である。国家
と地方との間の財政負担を再編し，国家の責任を強化することも必要である。こうして，失業，
廃疾，老齢に対する保障を強化することによって，労働者の購買力を増強することは，製品需
要を増大させ，主産業の建て直しに資する。その上で，通商上の障害を除去するための国際協
　　　　　　ag）力も推進される。
　これらの政策が十分な効果を発揮するには時間の経過が必要なので，その他，産業状況を速
やかに好転させるような方策が必要となる。まず一つは，首相直属の下におかれる国民経済委
員会National　Economic　Committeeの設立である。これは，継続的に経済状況を調査すること
によって，その変動に対応した経済政策の実施を保障する。さらに，不況の影響を最小限に防
止するための機関として，雇用・開発局Employment　and　Developement　Boardが設立され，
雇用拡大が求められる際には次のような開発計画を直ちに実行に移すものとする。すなわち，
河川の治水，植林，電力の供給，スラムの清掃と住宅の建設，新衛星都市の造営，道路・橋梁
　　　　　　⑳の整備等である。
（17）　The　Labour　Party，　Labour　and　theハlation，　London，1928，　pp．7－13．
（18）　Ibid．，pp．17－19．
（19）　Ibid．，pp．20－23．
（20）　Ibid．，pp．23－24．
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　　「産業の民主的管理」においては，産業政策が論じられる。労働党は，全国民の福祉が依存
しているような巨大基幹産業は，共同体全体の利益のために公有化されるべきという原則を掲
げる。しかしながら，異なった状況にはそれに応じた実際的な対応をすべきである。労働党は
拙速を避け，周到な準備と利害関係者に対する十分な配慮，技術的考察を経て，公有化を漸進
的に推進する。すなわち，危機的状況にある石炭産業は直ちに国有化し，運輸産業を監督する
ためには運輸省Ministry　of　Transportを設立し，木綿産業の組織を改善するためには調査委
員会を設置する。金融機関に関しては，イングランド銀行をより公的な機関に改組するため，
大蔵省，商務省，産業界，労働界，協同組合運動の各代表を構成員に加える。また，貯蓄が必
ずしも有用でない事業に振り向けられている現状に鑑みて，資源を質的・量的観点から全国に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳最適に配分するための調査委員会も設立される。
　「国民の家計」においては，財政問題が扱われる。労働党の財政改革の原則は，社会的な効
率に資することなく，非生産的な浪費に消えるような所得に，主要な財政負担を負わしめよう
とするものである。したがって，逆進的な関税にではなく，直接税にこそ，必要な財源を求め
ねばならない。社会サービスを拡充するために必要な財源も，直接税の改正によって調達すべ
きである。具体的には，莫大な遺産に対する相続税の増税，年間500ポンドを超える不労所得に
対する累進的な附加税Surtaxの導入，土地評価税の復活等が提唱される。これらの税制改革に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫2）より，地方税から国税へと財政負担を移行させる。
　以上，『労働党と国民』の経済政策に関する概要をまとめてきた。これからは次の点を指摘で
きる。まず，自由党系紙『デイリー・ニュース』が，「これは完全に自由党政策文書である。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳の精神においても，改良主義の熱情においても特殊的対策においても自由党である。」と評し
たように，自由党の政策との類似が極めて著しい。当時の深刻な失業問題に関して，両党はレ
ッセフェールの余地がないことについて同意し，各種公共事業による失業者の吸収を公約して
いる。ただ，その財源に関しては，自由党が借り入れ（赤字国債の発行）と直接税増税を提言
する一方で，労働党は直接税増税の他，赤字国債発行にまで踏み込むかどうか明らかにしてい
ない。そのため，具体的な数値を駆使する自由党の綱領に対してやや抽象的な印象が否めなく
なっている。
　また，労働党は一貫して，高賃金構造の定着，社会給付の拡大，非生産的所得から生産的所
得への所得再分配，以上を通じた国民的な購買力の拡大を提唱していた。これによる国内産業
の振興が，輸出産業の沈滞にとって代わることが期待されたのである。自由党は社会給付の拡
大については明言していないが，その他の点についてはほぼ同様の主張である。さらに，両党
は，国内産業の振興を唱えながら，なおかつその一方で自由貿易政策を固守することでも一致
する。しかし，開放経済の下での内需拡大は，やがては国際収支の不均衡に行き着くのではな
（2D　Ibid．，　pp．24－32．
（22）　Ibid．，pp．41－45．
（23）犬童一男『危機における政治過程』東京大学出版会，1976年，80頁参照。
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いだろうか～両党はいずれも，この疑問を避けて通っているかのように見える。いずれにせよ，
保守党が提唱する保護貿易政策は，租税の逆進化をもたらすが故に，到底労働，自由両党の容
認するところとはならなかった。
　それでは，労働党，自由党問の経済政策の相違点はどのような点に求められるだろうか。一
見，最も明白な相違点は，公有化の是非に関して見られる。自由党は集産主義にまで踏み込む
ことはできても，生産手段の公有化を要求する社会主義にまで譲歩することはできなかった。
しかしながら，労働党がさしあたって公有化の必要を認めたのは石炭産業のみであり，それ以
外の業種に関しては，あくまで将来的な課題とみなされていた。そして石炭産業に関しては，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳自由党も国家による組織化の必要を十分認めていたのである。労働党が漸進的にかつプラグマ
ティックに公有化を進めると言う場合，それから自由党が提唱するコーポラティズム体制まで
の距離は，実質的には紙一重である。1928～29年の段階において，労働党と自由党の産業政策
の相違は，漸進的社会主義か修正自由主義かというレトリカルなものに留まっていたと言える。
　実際労働党も，自由党の政策との相似を十分意識していた。『労働党と国民』においては，「自
由党の綱領によって，労働党が長らく支持してきた原則の中のいくつかが支持されていること
を見るのは喜びである」ものの，自由党があくまで社会主義という言葉を使用することを否定
する点，さらに綱領に対してどこまで真剣なのか不明な点が，自由党の欠陥であるとされてい
㈲
る。『国民への労働党の訴え』においても，自由党が弱体的少数政党に過ぎない以上，保守党政
権に対する現実的オールターナティヴは労働党でしかあり得ないという根拠から，労働党へ投
　　　　　　　　　　　　　㈱票すべきことが主張されている。つまり労働党は，自由党との政策的な相違点がほとんどない
ことを認めざるを得ないが故に，自由党への投票が死票となり，結果的に保守党を利すること
をアピールするという戦術しかとり得なかったのである。
　このように，両党の政策綱領は非常に似通ったものではあったが，労働党が踏み込めずにい
た，赤字国債発行による公共投資を自由党が正面から公約した分，自由党の綱領が与えた反響
の方が多大であった。とは言え，1929年の選挙戦は，積極的失業対策を公約する労働党，自由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳党と，食料品以外への保護貿易が最大の失業対策であるとする保守党とが，政策的に大きく二
分される構図となったことは確かである。選挙結果は，労働党288議席，自由党59議席，保守党
260議席となり，政策的に共通の基盤に立っていた自由党の閣外協力により，労働党の少数派内
閣が成立することとなった。
3．政策協力の失敗
　1929年に成立した第2次労働党内閣が，同時期に始まった世界恐慌に対してほとんど有効な
（24）　Cf．　Lloyd　George　Enquiry，　Coal　and　Poweア，　London，1924．
（25）　Labour　Party，　op．cit．，pp．13－15．
（2㊦　Labou〆s、4PPeal　to　the〈「ation，　in　I．Dale（ed．），Labozar　Party　General　Election
　ルfanzfestos，190ひ19gZ　London，2000，　P．37．
（27）　〃γStanlay　Baldwin’s　election　address，　in　I．Dale（ed．），Conservative　Party　General
　Electionル1αnzfestos，1900－1997，　London，2000，　pp。38－39．
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対応をとり得なかったことは，既に盛んに論じられてきたとおりである。最初の2年間で合計
1億8300万ポンドが失業対策のため支出され，地方自治体の公共事業，電化事業や産業振興費，
植民地開発費にあてられたが，それは恐慌の深化の前にほとんどかき消される規模に過ぎなか
った。結局，1931年8月，金融恐慌に対処するため借り入れを申し込んだ米仏の銀行家から受
けた，緊縮財政の要求に応じるため，失業手当の切り下げに踏み切るか否かをめぐって労働党
内閣は分裂し，倒壊した。続く総選挙においては，労働党の前首相マクドナルドJ．R．Mac－
Donaldを戴いた保守党が歴史的な大勝利を博した一方，分裂を余儀なくされた労働党，自由党
は悲惨な大敗を喫する結果となった。これは結果的に見れば，均衡財政，デフレ政策を推進す
るシティの勝利でもあったのである。
　何故労働党内閣は，自由党の協力を得られたにもかかわらず，産業復興のために積極財政路
線を進めることができなかったのだろうか。その要因は，労働党内閣における経済政策の決定
権が，首相マクドナルド，蔵相スノーデンP．Snowden，国璽尚書トマスJ．Thomasといった経
済的正統主義者に掌握されていたことに求められる。恐慌が激化した1930年5月の下院討論に
おいて，自由党党首ロイド・ジョージは，「『労働党と国民』は，我々が盗用の非難を受けたほ
ど，我々のものと似て」おり，「失業問題に関して『労働党と国民』に掲げられた提案を内閣が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　堰9）実施するならば，我々は喜んで支持するのみである」と述べ，積極的失業対策を強く促したが，
マクドナルド，トマスは消極的答弁をするに留まった。翌年2月，自由党が大規模な公共事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30｝を求める動議を提出した際も，マクドナルドは主に財政的理由から疑念を表明している。
　このような労働党首脳部の失業対策に対する消極姿勢は，党内部においても厳しい批判を浴
びるようになり，1930年党大会では，大規模な公共事業を求めるモズリー覚書Mosley　Memo－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30randumが，否決されはしたが，104万6000票対125万1000票という僅差にまで肉薄した。
　したがって，労働党が自由党と連立政権を形成し，もしくは政策協定を結ぶことにより，積
極路線に転じるという選択肢は常に存在した。1930年6月以降，労働党からマクドナルド，ス
ノーデン，ハートショーンV．Hartshorn，自由党からロイド・ジョージ，ロジアン卿Lord
Rothian，ラウントリーB．S．Rowntreeが参加して，決裂することなく続けられた「二党会議」
　　　　　　　　　　　　　　　（認）は，その現実的基盤を準備していた。さらに独立労働党を中心とする労働党左派も，右派首脳
部の無策を打開する起爆剤として，1930年以降自由党との提携に期待をかけるようになってい
た。独立労働党は党大会において，選挙制度改革による比例代表制の実現を提唱するに至った
（認｝
が，これは自由党との連立政権を見据えたものであったと言える。
　（28）代表的な研究として，犬童，前掲書；A．シュトルムタール（神川信彦・神谷不二訳）『ヨーロッ
　　パ労働運動の悲劇II』岩波書店，1958年；Boyce，　op．cit．；R．Skidelsky，　Politicians　and　the
　　Slump，　London，1967．
　（29）　House　of　Commons　Parliamentary　Debates　，　5th　series，　vol．238，　cc．1383－1384．
　（30）　Ibid．，vol．248，　cc．646－660．
　（3D　The　Labour　party，　ROport　of　the　30th　Annual　Conference，　London，1930，　p．204．
　（32）犬童，前掲書，159頁。
　（33）　Labour　Party，　Repo7t，　pp．241－243．
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　結局のところ，連立政権，政策協定，選挙制度改革のいずれも実現することはなかったが，
その一義的責任は労働党内閣首脳部に帰せられるべきだろう。しかしながら，1923年時に引き
続いて1929年においても，政策協定を結ぶことなく，労働党単独の組閣を許した自由党の戦略
ミスも，致命的であったと言える。
　1920年代後半以降，自由党のブレーンとして活動した経済学者ケインズJ．M．Keynesは，企業
家と労働者という生産者階層を糾合し，投資家階層に対抗すべきことを説いたが，その成否は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oの保守党に対抗する労働党・自由党間の連合関係如何にかかっているとみなした。結局彼が看て
取った通り，労働党，自由党の共倒れの帰結は，投資家を利するデフレ政策だったのである。
第2節　1970年代の状況
　第二次大戦戦後のイギリスは，他の先進国と同様，1950年代から60年代にかけて高度成長期
を迎えたが，1973年のオイルショック以降再び長期的な不況に悩まされることとなった。1970
年代不況は，イギリスを訪れた大戦間期以来の構造的不況であったと言える。この度も，1974
年から79年まで政権にあった労働党が不況対策にあたったが結局失敗し，保守党サッチャー政
権による極めて苛烈なデフレ政策に道を譲った。また，労働党政権がIMFによる国際的な圧
力によって緊縮財政を強いられた点なども，第二次労働党政権期を想起させるものがある。
　勿論，大戦間期との相違点も見逃せないことは確かである。1970年代不況は，不況とインフ
レの同時進行，つまりスタグフレーションという特徴をもっていた。そして，ケインズ主義的
な総需要管理政策がスタグフレーションの進行に対して無力に見えたため，マネタリズムの原
理に基づくデフレ政策への道が開かれた。その点で，ケインズ政策の効果自体が知られていな
かった大戦間期とは大きな違いがある。このような相違点を踏まえつつも，イギリスの脱工業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1｝化を強力に推進することとなった保守党サッチャー政権の政策路線に対抗し得るような政策オ
プションがなかったかどうか検討することには，やはり十分な意味があると思われる。
　1979年における保守党サッチャー政権の成立に道を開いた直接の要因は，大戦間期と同様に，
労働党と自由党との提携関係が崩壊したことにあった。同年総選挙における労働党，自由党の
得票率はそれぞれ，36．9％，13．8％であったから，自由党が主張するような比例代表制が成立
していたと仮定すれば，労働党・自由党連合は，保守党政権の成立を阻止し得たであろう。し
かし，そもそも労働党・自由党間の政策的すりあわせは1979年において可能であっただろうか。
そこで次に，両党の政策綱領を，当時の焦点であった経済政策に的を絞って，比較考察するこ
ととしたい。
（34　J．M．ケインズ（中内恒夫訳）『貨幣改革論』ケインズ全集第4巻，東洋経済新報社，1978年；
　同（宮崎義一訳）『説得論集』ケインズ全集第9巻，東洋経済新報社，1981年，369～375頁参照。
（1＞サッチャー政権期のイギリスの脱工業化に関しては，Cf．　R．Lloyd－Jones　and　M　J．Lewis，
　Bn’tish　Indttstn’al　Capitalism　since　the　Industn’al、Revolution，　London，1998，　pp．198－209．
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1．自由党の政策綱領
　1931年時に三分裂して以来，自由党は長い困難な道を歩んできた。その間，自由党が常に労
働党の潜在的パートナーであったというわけではない。戦後暫くの間，泡沫政党に過ぎなかっ
た自由党は，むしろ保守党に吸収合併される圧力にさらされ続けた。しかし1956年にグリモン
ドJ．Grimondが党首の座について以来，カリスマ的な彼の指導力の下で自由党はかなり党勢を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②回復し，中道より左に位置する政党としての地位を確認した。彼の跡を継いで1967年から76年
にかけて党首の座にあったソープJ．Thorpe，その跡を継いだスティールD．Steelも，その路線
を踏襲した。特にスティールは，1977年3月から1978年6月にかけて，労働党内閣との間でリ
ブ・ラブ協定Lib－lab　Pactと呼ばれる政策協定を締結し，実質的な連合政権を築き上げた。
　リブ・ラブ協定は，労働党のみを利しているという自由党側の不満が主因となって破綻した
が，自由党が労働党とのより強固な基盤の上に立った連立政権を志向していたことは，1979年
の選挙綱領『真の戦いはイギリスのために』からも窺い知ることができる。
　スティールが執筆したその序文によれば，リブ・ラブ協定は，異なった政党間の協力が可能
であり，イギリスにとって実践的で良いものであるということを証明した。協定が結ばれてい
る間，インフレ率は年間8％まで抑え込まれ，利子率も10％まで下降した結果，産業の信頼は
回復した。さらに自由党の提唱によって，労使間の不信を架橋すべく，利潤分配制を促進する
ように法が改正された。このような経験を踏まえた場合，長期的な経済・社会改革を実践する
ためには，より民主的な選挙システムが必要である。民主的選挙システムは，所有者の党（保
守党）と組合の党（労働党）との間で分裂した政治状況を自由党の下で収束し，労使いずれの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）側もイギリスの繁栄のために協調し合えるような条件を創出するのである。
　以上，スティールの序文に次いで，綱領の筆頭には比例代表制への選挙制度改革が掲げられ
るが，比例代表制を挺子として自由党が目指した経済・社会改革については，次のように論じ
られる。イギリスは，ほとんどの労働者が経営側と争い，企業の方針決定や利潤に関して全く
シェアを拒絶されている不公正な産業社会である。したがって，イギリスの経済衰退を打開す
る鍵は，産業上の民主主義を導入することによって，労働者の姿勢に革命を起こすことである。
これは，労働組合の組合員であるかどうかに関わりなく，全ての企業従業員に次のような法的
権利を与えることによってもたらされる。すなわち，株主と並んで取締役会を直接選出する権
利，企業情報の開示を求める権利，選挙された労働委員会Works　Councilを通じて企業の意思
決定に関与する権利，企業利潤の共有等である。さらに，協同開発銀行Cooperative　Develope－
ment　Bankの設立によって，生産者協同組合も育成される。
　国際競争や技術変化によって生じた失業を相殺するためには，新産業，農業，サービス業に
（2）　1．Dale（ed．），Liberal　Party　General　Election　Manzfestos，1900－－Z99Z　London，2000，
　Introduction．
（3）The　Real　Fight　is　for　Bガ孟認η，　in　Ibid．，pp．185－188．スティールは1980年の自著におい
　ても同様の主張をしている。D．Steel，　A　House　Divided，　London，1980，　pp．152－157．
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おいて新たな雇用が創出されねばならない。税制改革や経済計画を通じて中小企業や生産者協
同組合を育成することは，産業再生のための触媒となり得る。
　インフレ抑制のためには，広範な諮問と法による強制に基づいた価格政策，所得政策を導入
する。所得政策は，ナショナル・ミニマムの原則を守った上で行われ，同時に年毎の賃金協定
も定められる。また，個人所得税を削減し，産業民主主義と利潤分配制を導入するという自由
党の提案は，産業不安を除去して産業にインセンティヴを与え，インフレ期待を取り除くとい
う点で，所得政策の不可欠の要素である。
　政府の役割は，経済を支配することではなく，安定した政治経済の枠組みを供給することに
ある。しかし，ライバル国の政府が産業を育成し，自らの経済利害を擁護することに積極的に
関与しているという事実，そして公共支出の避け得べくもない重要性に鑑みるならば，政府が
経済計画や産業計画を免れ得るかのように装うことも危険である。これ以上の大規模な国有化
はイギリスでは最早必要でないが，国有企業を直ちに民営化しても関連産業に損害を与えるだ
　　　　（4）
けであろう。
　以上，産業政策が述べられたが，次に税制改革が論じられる。自由党の税制改革の原則は次
の5つから成る。1．全国民にミニマム，かつ適切な所得を保障する。2．既婚・未婚を問わ
ず，男女を平等に待遇する。3．生産活動により大きなインセンティヴを与える。4．従業員
が企業利潤の配分に与ることを奨励する。5．富の配分・所有を広範囲にまで拡張する。
　これらの原則を実現するためには，所得から資産・支出へと課税対象をシフトさせることが
必要となる。具体的には，所得税の課税最低限を引き上げた上で，税率を20％から50％までと
する。贈与税，相続税を引き上げ，巨額資産への資産税を導入する。その他，利潤分配制，従
業員持株制に対する租税特典も導入される。
　特に自由党が力を入れるのは，大規模な所得税控除計画である。これは，失業者，退職者，
障害者，妊婦，児童，学生のニーズに対応する役割を果たす。税額負担が控除額を上回る場合，
その差額が税として徴収され，逆に下回る場合は，その差額が定期的に個々人に給付される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）これにより，ミーンズ・テストは廃止される。
　以上の経済・社会改革によって自由党が掲げるスローガンは，「思いやりのある社会」であ
る。自由党がかつて築き上げた近代的福祉国家の原型であったヴィジョンは，複雑な規則，ミ
ーンズ・テスト，官僚制によって損なわれてきた。福祉国家をより効率的・民主的にするため
には，保守党が掲げる保健サービスの中央集権化に対抗し，ケアの供給者，受容者がいずれも
サービスの経営に参加し得るように分権化を推進せねばならない。したがって自由党は，公共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）サービスばかりでなく，ボランティア組織にもより大きな役割を認める。
　その他，経済政策に関しては，住宅，資源，環境，農業問題が言及されるが，対外的経済政
（4）　7：he　ム～eal　Fight　isノ～）7　、Bガム召〃z，　pp．193－194．
（5）　Ibid．，pp．194－196．
（6）　Ibid．，pp．195－196．
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策に関しては，ヨーロッパ経済共同体（EEC）との紐帯を重視する姿勢が明確に打ち出され
ている。すなわち，ヨーロッパの経済統合，金融統合，さらには政治統合を推進すること，ヨ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）一ロッパ共通の政策を発展させるべきことが強調されている。
　以上，自由党の経済政策に関しては，次の特徴を指摘し得る。労使それぞれの側を代表する
労働党，保守党に対して，自由党は，労使間の対立を架橋し得る存在であると自らを位置づけ
ている。労使協調体制の樹立こそ，イギリスの経済的困難を打開する唯一の道であると把握さ
れ，それを実現するための手段として，利潤分配制と労働者の経営参加が提唱された。所得へ
の課税から資産への課税という税制改革も，労使双方に生産活動へのインセンティヴを与える
ことを意図するものであった。いずれも，1920年代の政策綱領と共通の基盤に立つものであっ
たと言えよう。ヨーロッパ統合へ積極的に参加するという姿勢も，自由党の国際主義的な伝統
に合致するものであった。自由党はこの路線の下で，「進歩派，急進派，社会民主主義者から成
　　　　⑧る大連合」の形成を説いたのである。
2．労働党の政策綱領
　1974年以来政権にあった労働党は，スタグフレーションの進行に対して有効な対応を為し得
なかった。1976年にウィルソンH．Wilsonを継いで新首相の座に着いたキャラハンJ．Callaghan
は，同年の党大会でケインズ政策の廃貨と，今後インフレ対策に重点をおくべきことを宣言す
るに至った。しかし，「不満の冬」と呼ばれる1978年末から79年初めにかけてのストライキの激
化は，インフレ抑制のために労働組合に賃上げ自制を促すという所得政策を破綻させ，労働党
内閣倒壊の一因をつくることとなった。受け身の立場で選挙戦に臨まねばならなかった労働党
の苦境は，選挙綱領のタイトル『労働党の道はよりベターな道』にも示されている。次に，経
済政策に関するその内容を見よう。
　キャラハンの序文に次いで，綱領の筆頭に掲げられたのはインフレ対策である。家計を苦し
め，国内市場を外国からの侵入にさらし易くする点で，インフレほど国民の利益を損なうもの
はないからである。労働党は，次の三様のアプローチにより，1982年までにインフレ率を5％
に引き下げるという目標を掲げる。第一に，独占価格を規制するために価格委員会の権限を強
化する。第二に，EECの共通農業政策のラディカルな改革に取り組み，食糧余剰が無くなる
までは，EECの食糧共通価格のいかなる引き上げにも反対する。第三に，労働組合会議との
協調関係を維持することによって，所得政策を推進する。これらの方策によって，保守党のよ
うな労使敵対路線をとることなく，産業平和，公正な賃金，価格安定性がもたらされることと
　⑨なる。
　雇用・産業政策については，インフレ抑制と並行して，完全雇用の達成へ向けて一層努力す
ることが表明される。失業対策としては，全失業者が失業して12ヶ月以内に，職か再訓練の機
（7）　Ibid．，pp．199－200．
（8）　Steel，　oP．cit．，P．162．
（9）　The五abozar　wのノis〃ze　better　z〃のア，　in　Dale（ed．），五abour　Parlyルtanzfestos，　p．220．
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会を提供されることを保障する法案を，次の会期内に提出する。その他，住宅，保健サービス，
教育，その他の社会サービスを拡充することによって，雇用を吸収すると同時に，不可欠な社
会的ニーズの充足も図る。また，1980年代には，長期休日，学習休暇，自発的早期退職制度，
週35時間労働への漸進的以降なども，一層大きな役割を果たすことが期待される。
　シリコンチップ等に象徴されるテクノロジー革命は，高成長経済への展望をもたらしてくれ
る。この機会を生かすためには，産業競争力を高めなければならない。また，急速な産業変化
が労働力にもたらすコストを軽減しなければならない。私企業が繁栄と完全雇用へ向けてその
役割を十分に発揮できるようにするために，労働党は主要企業との間で計画協定を妥結する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　t公的資金から企業を援助する際にはいつでも，政府は企業株の応分なシェアを保有する権利が
あるという原則を確立し，これにより可能な時はいつでも，計画協定システムを通じて公的援
助を為すこととする。これと並行して，既に労働党政権が行っている投資活動への援助も継続
される。協同組合事業の育成も，精力的に進められる。
　産業復興のためには，金融機関がその役割を果たすことも重要である。労働党は，金融機関
が短期的利益を得ようとする誘因が，産業投資からもたらされる社会的利益を上回るのではな
いかと懸念する。したがって，四大銀行と競い合えるまでにジャイロバンクJirobankを育成
し，国民貯蓄銀行National　Savings　Bankを発展させることによって，シティへの依存を減ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ao）し，精力的な公的銀行セクターの養成に努める。
　以上が労働党の産業政策の概要であるが，税制に関しては，より公正な社会を目指すべく，
所得税の減税と課税最低水準の引き上げ，総額15万ポンドを超える個人資産に対する年毎の資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　GD産税の導入，各種年金の給付増額等が標榜されている。
　対外的経済政策については，あらゆる国が生産能力の限界まで自国経済を拡張することを可
能にするような国際協定の推進，国内雇用を保つために，受容できる限度以内にのみ輸入を制
　　　　　　　　　　　　　　　a2）限するという原則が掲げられている。
　経済政策に関する労働党の選挙綱領の概要は以上だが，保守党と比較した場合，労働党と自
由党の経済政策には協調の余地があっただろうか。この点について，次に考察してみたい。
3．政策協力の可能性
　ケインズ政策がスタグフレーションの進行の前に無力に見えた1970年代の経験を踏まえ，労
働党，自由党はインフレ抑制を重視する政策に傾き，その点で保守党の政策にさえ接近してい
る。しかし，労働党，自由党によるインフレ対策は，労働組合の協力による所得政策，独占価
格を規制する価格政策を根幹としており，公共支出削減と貨幣数量規制を根幹とする保守党の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱インフレ対策とは大きく内容を異にしていた。
（10）　Ibid．，pp．221－222．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
（ID　　Ibid．，pp．223－224．
（12）　Ibid．，pp．221－222．
（13）　The　Conservative　Mantfesto　ヱ979，　in　Dale　（ed．），　Conservative　Party　Manzfestos，
　pp．267－268．
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　失業対策に関しては，新産業の興隆による失業者の吸収こそ最善の解決策とみなす点で，や
はり主要三党は一致している。しかしながら，保守党が衰退産業への支援を最小限に留めるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　a4とによる競争の激化に活路を求める一方，労働党は全般的な産業保護への未練を隠せず，これ
に対し，自由党は中小企業の育成が鍵を握るとみなしている。したがって，失業対策に関して
は，自由党は労働党と保守党のちょうど中間に位置すると言えるだろう。
　しかしながら，産業政策全般について言えば，産業民主主義を掲げる労働党，自由党と，「財
産所有者民主主義」を掲げる保守党との懸隔は著しい。保守党が組織労働との対決路線を鮮明
にする一方，自由党は労働者の経営参加，利潤分配制等を通じた労使協調を説き，経済計画，
国有化に関しても労働党へ歩み寄りを見せている。労働党の方も，国有化をさらに進める姿勢
は見せていない。労働，自由両党は，政府，経営，労働三者間のコーポラティズム体制を目指
す点で共通の基盤に立っていたと言えるだろう。税制改革についても，資産税に反対する保守
　　　⑮党に対し，労働，自由両党は，ほとんど共通の基盤に立っている。むしろ所得再分配に関して
は，所得税の抜本的改革に取り組む自由党の方が労働党よりラディカルでさえある。
　このように，1979年総選挙の最大の争点であった経済問題に関して，自由党は保守党より労
働党にはるかに近かったことが明らかである。自由党が連立政権を提唱する際，仮想パートナ
ーとみなしていた相手が労働党であったことは疑い得ない。しかしながら，対外的経済政策，
分権問題に対する態度において，労働党，自由党間には見逃し得ない相違点があったことも確
かである。すなわち，労働党が保護貿易主義に通じる姿勢を崩さず，EEC共通政策をもイギ
リスの国益に沿う方向で改革する志向を明らかにしている一方で，自由党は，労働党政府のナ
ショナリスティックな姿勢がイギリスの国益を損なってきたと難じ，独立的権力の追求などノ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a励スタルジックな幻想に過ぎないと断じている。
　また，自由党は官僚制の弊害が福祉国家の機能を損なってきたと把握し，市場セクター，公
共セクターのいずれにおいても，分権化を徹底的に推進する姿勢を示している。その点で，自
由党は中央集権的な労働組合権力に対しても批判的であり，労働組合の一員となることなく働
　　　　　　　　　　　　　　　　aηく権利を保障することを提言している。これは，個人主義的思想に基づき，組織労働にすくい
とられない社会の未組織部分を広範に保護することを目的としていると考えられるが，経営側
に乗じられる危険性も高いと言えるだろう。労働党は必ずしも分権化の理念を否定しているわ
けではないが，全般的に見て，その目指す方向は，政府，組織労働による上からの改革であっ
たと言える。これは，労働組合と一蓮托生の関係にある労働党と，社会の組織的部分に支持層
をもたない自由党との，支持基盤の相違を反映するものであろう。
　このように，いくつかの点で重要な相違点はあるにせよ，保守党との政策距離の大きさに鑑
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みれば，自由党が主張するような比例代表制，連立政権に基づく労働党，自由党間の政策協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　働は，十分可能な範囲内であったと言える。労働党は明示的に，金融利害の規制による産業投資
→産業発展を掲げていた。一方自由党は，金融利害に対する姿勢こそ明らかにしていないが，
その綱領は明らかに，労使協調による生産活動の復興，及び産業社会の発展を見据えたもので
あった。したがって両党の同盟は，競争の激化によって比較優位を有する業種のみがイギリス
に残ればよいという論理の下で，脱工業化とシティの繁栄を帰結した保守党サッチャリズム路
線に対する，一つの潜在的なオールターナティヴだったのである。
結び
　これまで見てきたように，大戦間期，1970年代という，いずれもイギリスにとって最大の構
造不況期において，労働党，自由党は，産業利害の擁護に軸足をおいた政策で足並みを揃えつ
つも，安定的な協調関係を築き上げることができなかった。労働党，自由党の共倒れは，保守
党に有利な結果となったが，保守党が推進する均衡財政と対内的レッセフェール政策は，金融
利害にとっては有利でも，産業全般にとっては苛酷なものであった。それにも関わらず，産業
資本が保守党の側に肩入れした最大の理由は，強力な組織労働，さらにそれにバックアップさ
れた労働党に対抗する必要上であった。確かに産業資本は，保守党政権と協調することによっ
て，1926年のゼネスト，及び1984年の全国的石炭ストライキのいずれにおいても勝利を収める
ことができた。しかし，労使間が真二つに分かれて激しい闘争を行うという事態は，産業利害
全般を損なうものでしかなかったことも事実である。
　このような労使間，そして労働党と保守党の間のゼロサム・ゲームを必然化した最大の制度
的要因の一一つは，ヨーロッパの他国にはあまり例を見ない単純小選挙区制の存在であった。コ
ーポラティズム体制をとる中欧・北欧諸国がいずれも比例代表制を採用し，社会民主主義政党
と中間諸派政党との連立を常態化しているのに対して，イギリスの小選挙区制は，労働党と自
由党との共存を許さなかった。強力な組織労働と社会民主主義政党の存在という重要な条件を
備えていながら，イギリスにおいてコーポラティズムが成育しなかった理由の一つは，ここに
（18）ただし，当時労働党内で急速に力を強めつつあった左派に関して言えば，自由党との協調はか
　なり困難であったかもしれない。1970年代以降労働党左派は，オールターナティヴ経済戦略と呼
　ばれる独自の政策綱領を展開していたが，これにおいては，EECからの脱退と徹底した輸入統
　制によって大規模な拡張政策をとることが掲げられていた。しかし，労働党左派の別の一派が主
　張したようなヨーロッパ規模での拡張政策ならば，自由党も同調可能であっただろう。また，環
　境やマイノリティー保護，分権化を重視する点では，むしろ労働党右派よりも自由党の方が，労
　働党左派に近かったとも言える。したがって，本来基幹的思想というわけではない経済的ナショ
　ナリズムを放棄することに労働党左派が同意しさえすれば，自由党との協調は必ずしも不可能で
　はなかったと思われる。オールターナティヴ経済戦略の概要については，The　London　CSE
　Group，　The　A　lternative　Economic　Strategy，　London，1980．
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　　　　　　（1）求め得るだろう。すなわち，小選挙区制が制度的につくり出した，労働党，保守党の単独政権
の常態化は，同時に組織労働と産業資本を分断し，産業資本をシティと同一の陣営に組み入れ
る効果をもったのである。
　したがってイギリスにおいて，宿命的な労使間の対立を収拾し，産業再生を期するための有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝望なシナリオの一つは，比例代表制を挺子とする中道左派政権の成立だろう。いずれにせよ，
イギリスに君臨するシティの絶大な権力に対抗するには，生産活動に携わる広範な階層を糾合
することが必要だと思われる。
＜本稿は，平成12年度文部省科学研究費補助金（特別研究員奨励費）による研究成果の一部で
ある。〉
（1）勿論これはその一因を説明するに過ぎず，その他，産業界の意思決定過程に着目した次のよう
　な研究も重要な手がかりを与えてくれる。横井勝彦「イギリスにおけるビジネス・ポリティック
　スの展開と経済団体」『明大商学論叢』第77巻第3・4号，1995年。
②　比例代表制の実現による主要政党間の政策的すりあわせが，イギリスにおける産業衰退の打開
　にとって有効であるという見解は，次の著書にも見られる。小笠原欣幸『衰退国家の政治経済学』
　勤草書房，1993年，234～235頁。
